予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　新中部圏ブランド食材販売推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

農政部　農産物流通課　輸出戦略・広域流通係　電話番号：058-272-1111（内　2847）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　5,730千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	０

	要求額
	5,730
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,730

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　これまで県は食品産業と連携して「地産地消」を促進してきたが、「県産」
にこだわるため、利用できる食材を限定することとなった。しかし、行政の壁
を越え、中部圏として地域を捉えれば、利用できる食材は海の幸、山の幸とも
に豊富である。
　　そこで第99回中部圏知事会議をきっかけに、「中部圏のブランド食材の販売
促進に向けたワーキング・グループ」を結成し、中部圏のブランド食材の利用
促進を図ることとした。
各県市連携のもと、各県市が開催するイベントへの相互出店、「中部圏おも
てなし弁当」、「中部国際空港レストランメニュー」「航空機機内食」へのブラ
ンド食材の提供等により、県産ブランド食材の利用促進を図る。
（２）事業内容

・各県市において開催されるイベントへの相互出店
・「中部圏おもてなし弁当」、「中部国際空港レストランメニュー」「航空機機内
食」へのブランド食材の活用の推進

・企業と各県市との調整
（３）県負担・補助率の考え方
　　県のブランド食材を企業にＰＲするのにかかる費用のため、県負担は妥当で
ある。
（４）類似事業の有無
　　　有
大都市販路拡大事業費及びひだ・みの農産物販路拡大事業費とは、事業主体、
手法、売り込みの対象が異なるうえ、中部９県１市のワーキング・グループで
協調しつつ進めるため、独立して行うことが望ましい。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	600
	各県市及び事業者との打ち合わせ　講師旅費

	需用費
	2,130
	企業等に対する食材サンプル提供 会議費

	役務費
	100
	各県市及び事業者との調整に係る電話

	委託料
	2,800
	イベントへの出店等　

	使用料
	100
	イベント出店小間料

	合計
	5,730
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・長期構想

Ⅱ－２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる
　　　　多様な流通・販売ルートを確保する。

・ぎふ農業・農村基本計画
業務用需要の開拓を図ることとする。
（２）事業主体及びその妥当性
・中部圏という単位で連携しつつ、県産食材の利用促進を図るのは、県の役割
である。
・ＰＲ効果の高い中部国際空港等でのメニュー作りに関し、単一の産地もしく
は企業で売り込みを行うのは困難であるが、９県１市連携の下では実現の可
能性が高くなる。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	· 各県市において開催されるイベントへの相互出店が行われ、効果的に食材のＰＲが行われている。

· 「中部圏おもてなし弁当」、「中部国際空港レストランメニュー」「航空機機内食」で県産ブランド食材が活用され、消費者に認知されている。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	各県市のイベントへの乗り入れ
	0
（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	0
（H  ）
	3
（H26）
	％


	中部圏ブランド食材活用事例
	0
（H25）
	（H　）
	（H　）
	0
（H　）
	3
（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（今年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・第９９回中部圏知事会議（H25.８.９）
・中部圏のブランド食材の販売推進に向けたワーキング・グループ
第１回会合(H25.９.20)


（今年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　広域連携による県ブランド食材の利用促進のため、県の関与は妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県産ブランド食材を利用を依頼するに当たり、食材として優れた特性を理解いただくため、食材の試供が必要であり県負担が必要である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今事業をモデルケースとし、９県１市で連携しつつ、広域で事業を展開する事業者に対し、利用促進の働きかけを行う。



